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まとめ

概　要　：〔以下、○委員　●事務局〕
(1) 大津川水系河川整備計画（変更原案）について
【前々回審議会の意見を踏まえた修正点】

○P８水質の説明にあたり、「神田橋（槇尾川）ではイワナ、ヤマメなどの生息に適したA類型」としているが、生息が確認されていないのであれば、一般例として表現を工夫し、府民に誤解を与えないよう修文願いたい。
○景観や生物、環境といった面に関しては、石津川水系と比較すると、記述内容も少なく、総論での表現であるため、大津川水系に特化した課題やそれに対する対応など、より具体性をもった表現を記載頂ければと思う。
○例えば、 P12の環境面に係る目標に、大津川水系の特徴を踏まえた修飾を加筆するとともに、さらには上流域、中流域、下流域で地域特性も異なることから、表現を分けるなど工夫いただきたい。また、目標として記載することは、景観にも寄与する護岸形態等の検討につながることにも、十分に留意願いたい。
○環境や景観といった視点は、治水と異なり数値目標が示しにくいところであるが、河川に対してどのような環境整備を進めるのか、さらにはどのような河川景観を形成したいのかといった将来像を示していくことは大切であり、少なくともそうした議論プロセスは必要であると考える。
○河川整備計画であるので、地域の一般的な歴史に加え、河川をめぐる地域の歴史・文化を記載頂きたい。
○ P7において、「ダムを中止した」と記載しているが、それで治水対策を疎かにするのではなく、河川改修を確実に実施することで治水対策は進めていくということが読み取れるよう表現を工夫願いたい。
【地震・津波対策】

○地震・津波対策に係る表現に関しては、レベル2地震動（南海トラフ巨大地震）により堤防が沈下しても、従来想定の東南海・南海地震による津波により越水させないハード対策、さらには、最大クラスの津波に対しては、ハード対策で全てを守りきるのではなく、ソフト対策も踏まえた対応とするといった思想は理解したが、そうした考え方を、わかりやすく記載するべき。
【まとめ】

○大津川水系河川整備計画（変更原案）の内容について、概ね了承。ただし、変更原案として住民意見の聴取については、本日の意見を踏まえて修正し、委員再確認後に実施すること。
○なお、地震・津波対策に関しては、別途進められている検討が遅れているため、石津川水系河川整備計画（原案）も含め、現在の河川堤防等の耐震性能照査の取組み及びそれに応じた必要な対策を施すといった主旨に修文し、委員に再確認後、住民意見聴取を進めていくことで了承。
○また、今後の河川整備計画（原案）の審議にあたっては、本文の審議前に対象水系・ブロックの特徴・課題を明確にした上で、本文に反映できるように論点整理に努めること。

(2) 大和川水系西除川ブロックの治水手法案について
【西除川（狭山池ダム上流区間）】

○耐水型整備区間で最上流部を先行して改修する場合には、中流部の土地所有者へ十分な説明をお願いしたい。
○P8の右上図において、掘込河道にも関わらず、堤内地と堤外地の水位差が生じているのはなぜか。
●氾濫計算では、河道内を一次元不定流計算により水位を算定し、堤内地側との水位差をもとに、越流公式を用い氾濫流量を算出していることから、提示した図のようなイメージとなる。
○最上流部の河道改修区間と狭窄部の間で、改修後、浸水リスクが低減していることは、上述の計算手法のためと考えられるが、実現象を考えても本日提示の資料だけで妥当であるとの確認は困難と考える。
○計算手法によって結果が異なることはあり得るが、本件の場合、耐水型整備区間の最上流部の治水手法は河道改修に限定ではなく、宅地嵩上げ等も含め検討していくことから、本計算結果を踏まえて判断することは可能と思われる。今回、その部分の浸水リスクが改修後に低下すると認定することは控えたいと思うが、一般的なモデルを用いた結果であり、結論を覆す程の誤差は生じないと思われることから、結果の方向性は一定評価できていると考えられる。
【東除川】

○掘込化による地盤嵩上げを行う場合、嵩上げ後の土地利用は何を想定しているのか。
●まだ地元とも協議をしておらず、今後、地元とも調整の上、検討していくことで考えている。

○パラペット設置等も想定しているが、その場合、景観面等にも配慮が必要と考えられ、次回以降の整備計画審議時には、その点も議論できればと考える。
○P31の断面No.34では左岸側は築堤河川とみなし掘込化としているが、一方で断面No.48では、左岸側は掘込河川と判断しており、一見するとその判断基準がわからない。今後、施工段階に入り地元へ説明する際には、判断基準を明確にしておくことが必要である。
【まとめ】

○西除川（狭山池ダム上流）については、下流区間は「河道改修」、中上流区間は「耐水型整備区間として、柔軟な整備手法を適用することとし、総合的な検討を引き続き実施」とすることで了承。
また、西除川（狭山池ダム下流）については、現整備を継続した「河道改修」、東除川については、「堤防嵩上げ＋地盤嵩上げ」、落堀川については、大和川の背水対策として「堤防嵩上げ」とすることで了承。
(3) 大和川水系石川ブロックの当面の治水目標の設定につい
○資料3-3 P27において、CASE③とCASE④の被害額を比較した結果、CASE④の方が大きいのはなぜか。
●石川本川の流出計算では、H7の降雨波形・分布を対象としており、支川の中央集中型モデルハイエトとは異なっている。本川の対象外力では、支川改修前であっても、ほぼ全量を流下させることができるので、被害の差は誤差の範囲であると考えている。

○石川本川に関しては、大和川の受入流量が制約となり、目標設定フローでの治水目標よりも下方修正しているため、残余リスクが増えることとなるが、この点を補うべく、何らかの対応は考えているのか。
●石川ブロックに関しては、洪水リスク表示を開示済であり、河川氾濫・浸水の危険性に対する府民の理解を進めている。また、流出抑制にも積極的に取組んでいきたいと考えている。
○石川本川は、最下流部で計画高水流量1,000m3/s規模とした65ミリ程度対応（1/30）、各支川及び原川は「今後の治水対策の進め方」の設定フローに基づく治水目標を当面の治水目標とすることで了承。
(1) 大津川水系河川整備計画（変更原案）について


・大津川水系河川整備計画（変更原案）の内容について、概ね了承。ただし、変更原案として住民意見の聴取については、本日の意見を踏まえて修正し、委員再確認後に実施すること。


・なお、地震・津波対策に関しては、別途進められている検討が遅れているため、石津川水系河川整備計画（原案）も含め、現在の河川堤防等の耐震性能照査の取組み及びそれに応じた必要な対策を施すといった主旨に修文し、委員に再確認後、住民意見聴取を進めていくことで了承。


・また、今後の河川整備計画（原案）の審議にあたっては、本文の審議前に対象水系・ブロックの特徴・課題を明確にした上で、本文に反映できるように論点整理に努めること。


(2) 大和川水系西除川ブロックの治水手法案について


　・西除川（狭山池ダム上流）については、下流区間は「河道改修」、中上流区間は「耐水型整備区間として、柔軟な整備手法を適用することとし、総合的な検討を引き続き実施」とすることで了承。�また、西除川（狭山池ダム下流）については、現整備を継続した「河道改修」、東除川については、「堤防嵩上げ＋地盤嵩上げ」、落堀川については、大和川の背水対策として「堤防嵩上げ」とすることで了承。


(3) 大和川水系石川ブロックの当面の治水目標の設定について


　・石川本川は、最下流部で計画高水流量1,000m3/s規模とした65ミリ程度対応（1/30）、各支川及び原川は「今後の治水対策の進め方」の設定フローに基づく治水目標を当面の治水目標とすることで了承。








